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定    款 

 

第１章  総  則 

（商 号） 

第 １条 当会社は、のと鉄道株式会社と称する。 

（目 的） 

第 ２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

    （１）鉄道事業 

    （２）旅行業 

    （３）駐車場業及び貸自動車業 

    （４）広告宣伝業 

    （５）損害保険代理業 

    （６）食堂及び喫茶店の経営 

    （７）食料品、清涼飲料品及び日用雑貨品の販売 

    （８）石川県特産の美術工芸品、農産物及び海産物の販売 

    （９）煙草、酒類、郵便切手及び収入印紙の販売 

    （10）その他、前各号に関連付帯する一切の事業 

（本店の所在地） 

第 ３条 当会社は、本店を石川県鳳珠郡穴水町に置く。 
（機関構成） 
第 ４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 
    （１）取締役会 
    （２）監査役 

（公告方法） 

第 ５条 当会社の公告は、北國新聞に掲載する。 

 

第２章  株  式 

（発行可能株式総数） 

第 ６条 当会社の発行可能株式総数は、２０，０００株とする。 

（発行可能種類株式総数及び発行する各種類の株式の内容） 

第 ７条 当会社の発行可能種類株式総数は、次のとおりとする。 

    （１）普通株式 １９，６００株 

    （２）優先株式    ４００株 

   ２ 当会社の発行する優先株式の内容については、次のとおりとする。 

    （１）剰余金の配当 

 優先株式を有する株主（以下「優先株主」という。）は、普通株式を有する株主に優先

して、１株につき５，０００円を超えない範囲で剰余金の配当を受けることができる。 

    （２）議決権 

 優先株主は、定時株主総会において議決権を有しない。ただし、剰余金の優先配当に

係る議案が定時株主総会に提出されないときはその総会より、その議案が定時株主総会

において否決されたときはその総会終結の時より、優先配当を受ける旨の決議のある時

までは、議決権を有する。 



（株券の発行） 

第 ８条 当会社の株式については、株券を発行する。 

（株券の種類） 

第 ９条 当会社の発行する株式は記名式とし、株券の種類は、１株券、５株券、１０株券、５０株

券、１００株券及び１，０００株券の６種類とする。 
   ２ 前項のほか必要のあるときは、取締役会の決議により他の株券を発行することができる。 

（株式の譲渡制限） 

第１０条 当会社の株式を譲渡する場合は、取締役会の承認を要する。 

（株主の住所、氏名及び印鑑の届出） 

第１１条 当会社の株主、株式の登録株式質権者、及び信託財産の受託者又はその法定代理人若しく

は代表者は、当会社所定の書式により住所、氏名及び印鑑を当会社に届出なければならない

。これを変更したときもまた同様とする。 

   ２ 前項の届出を怠ったため生じた損害については、当会社はその責めを負わない。 

（株式取扱規則） 

第１２条 当会社の株式に関する取扱い及び手数料は、法令又は本定款のほか、取締役会において定

める株式取扱規則による。 

（株式名簿の基準日） 

第１３条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権を有する株主

を、その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使することができる株主とする。 
   ２ 前項の場合のほか、必要があるときは、取締役会の決議により、臨時に基準日を定めるこ

とができる。ただし、当該基準日の２週間前までに、当該基準日及び基準日株主が行使でき

る権利（基準日から３ヶ月以内に行使するものに限る。）の内容を定めた事項を公告しなけ

ればならない。 
 

第３章  株主総会 

（招集） 

第１４条 当会社の株主総会は、毎事業年度終了後３ヶ月内に招集し、臨時株主総会は、その必要が

あるときに随時招集する。 

   ２ 株主総会を招集するには、会日より１週間前までに、株主に対して招集通知を発するもの

とする。 

（招集者及び議長） 

第１５条 当会社の株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議に基づき、取

締役社長がこれを招集し、かつ議長となる。 

   ２ 取締役社長に事故あるときは、予め取締役会の定めた順序に従い、他の取締役がこれにあ

たる。 

（決議方法） 

第１６条 株主総会の決議は､法令またはこの定款に別段の定めのあるときを除き、出席した議決権

を行使することができる株主の議決権の過半数をもってこれをする。 

   ２ 会社法第３０９条第２項の規定による株主総会の決議は､議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し､その議決権の３分の２以上をもってこ

れをする｡ 



（議決権の代理行使） 

第１７条 株主またはその法定代理人が代理人として議決権を行使しようとするときは、その代理人

は株主総会ごとに代理権を証する書面を当会社に提出しなければならない。 

   ２ 他の株主の代理人として、議決権を行使できる代理人は１名とする。 

（議事録） 

第１８条 株主総会の議事録は、法令で定めるところにより書面または電磁的記録をもって作成する。 

 

第４章 取締役、監査役、取締役会及び代表取締役 

（取締役及び監査役の員数） 

第１９条 当会社の取締役は２０名以内、監査役は２名以内とする。 

（取締役及び監査役の選任） 

第２０条 取締役及び監査役の選任は､株主総会において議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上にあたる株式を有する株主が出席し､その議決権の過半数の決議をもって

これをする。 

   ２ 取締役の選任は、累積投票によらないものとする。 

（取締役及び監査役の任期） 

第２１条 取締役の任期は､選任後２年以内に､監査役の任期は選任後４年以内に、終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のときまでとする。 

   ２ 補欠又は増員により選任された取締役の任期は前任者又は現任者の残任期間とする。 

   ３ 補欠として選任された監査役の任期は、前任者の残任期間とする。 

（代表取締役及び役付取締役） 

第２２条 当会社を代表する取締役は、取締役会の決議をもってこれを選定する。 

   ２ 当会社に会長１名、社長１名、専務取締役１名及び常務取締役１名を置く｡ 

   ３ 会長、社長、専務取締役及び常務取締役は取締役会の決議をもって取締役の中から選定す

る。 

（取締役会） 

第２３条 取締役会は、特に法令又は定款に定める事項のほか、当会社の重要な業務執行を決定する。 

   ２ 取締役会の業務執行は、取締役会規則の定めるところによる。 

（取締役会の招集及び議長） 

第２４条 取締役会は、取締役社長がこれを招集し、その議長となる｡ ただし、取締役社長に事故

あるときは、予め取締役会の決議をもって定めた順序に従い、他の取締役がこれにあたる。 

（取締役会の召集通知） 

第２５条 取締役会の招集通知は各取締役及び監査役に会日の５日前までに発するものとする。ただ

し、緊急の必要がある場合は、その期間を短縮することができる｡ 

   ２ 取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催す

ることができる。 

（決議方法等） 

第２６条 取締役会の決議は当該事項の議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その過

半数をもってこれをする。 

２ 取締役会の議事については、議事録を作成し、議事の経過の要領及びその結果を記載し、

出席した取締役及び監査役がこれを記名押印し、会社に保存する｡ 



３ 当会社は取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案した場合において、当

該提案につき取締役（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が

書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の取締役会

の決議があったものとみなす。ただし、監査役が異議を述べたときはこの限りでない。 

４ 取締役、監査役が取締役及び監査役の全員に対して取締役会に報告すべき事項（ただし、

会社法第３６３条第２項の規定により報告すべき事項を除く。）を通知したときは、当該事

項を取締役会へ報告することを要しない。 

 

（役員報酬等） 

第２７条 取締役及び監査役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の

利益は、これを区分して株主総会の決議によって定める。 

 

第５章  計  算 

（事業年度） 

第２８条 当会社の事業年度は毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（剰余金の配当） 

第２９条 当会社の剰余金の配当は、毎事業年度末日現在における株主名簿に記載された株主及び登

録株式質権者にこれを支払う。 

   ２ 剰余金の配当は、支払開始の日から満３年を経過しても受領のないときは、当会社はその

支払の義務を免れるものとする。なお、未払配当金については利息を支払わない。 

 

第６章  附  則 

（最初の営業年度） 

第３０条 当会社の最初の営業年度は会社設立の日から昭和６３年３月３１日までとする。 

 

 

（最初の取締役及び監査役の任期） 

第３１条 当会社の最初の取締役及び監査役の任期は、就任１年以内の最終の決算期に関する定時株

主総会の終結の時までとする。 

（発起人の氏名及び住所） 

第３２条 当会社の発起人の氏名及び住所は次のとおりである。 

 

石川県金沢市広坂２丁目１番１号 

    石 川 県 

石川県輪島市二ツ屋町２字２９番地 

    輪 島 市 

石川県珠洲市上戸町北方１字６番地の２ 
    珠 洲 市 
石川県鳳至郡穴水町字川島ラ１７４番地 

    穴 水 町 

石川県鳳至郡門前町字走出６の６９番地 

    門 前 町 



石川県鳳至郡能都町字宇出津新１字１９７番１地 

    能 都 町 

石川県鳳至郡柳田村字柳田仁部５４番地 

    柳 田 村 

石川県珠洲郡内浦町字松波１３字７５番地 

    内 浦 町 

石川県金沢市尾山町９番１３号 

    金沢商工会議所 

石川県珠洲市飯田町１丁目１番地９ 

    珠洲商工会議所 

石川県鳳至郡穴水町字大町ロの８０番地 

    穴水町商工会 

石川県鳳至郡能都町字宇出津ト字４４番４ 

    能都町商工会 

石川県珠洲郡内浦町字松波ロ字２５番地３ 

    内浦町商工会 

石川県金沢市古府町南８番１ 

    石川県農業協同組合中央会 

 


